



1.は じ め に
法言語学における 「法 と言語 と社会」の問題を人権の観点から考えると
なると,言 語権の問題が浮上 して くる1)。言語 または言語権 に関する法制
度という点では,言語法 という実定法の有無が焦点になる。それが もしあ
ればどのようなものか,言 語政策の一環 として言語法はEUや コモン ・ロー
の国々ではどのような形 を採っているか,「多文化共生社会」の日本には
どのような言語政策があるのか問うてみよう。
2.言 語権 とは何 か
A.言 語権 の定義
言語権(languagerights)とは,簡 潔 に言 え ば,自 己が 自 ら望 む言語 を
使 う ことが で きる権 利 であ る。だか ら,「被疑 者 または被告 は 自己 に不利
な供述 は強要 されない」 とす る黙秘権 とは,言 語 の使 用 ・不使用 とい う意
味合 いにおいて反対概 念で ある と言 える(Gibbons2003:256)。
言語権 な る ものは,環 境権 や知 る権利 な どと同 じ く,近 年注 目され て き
権 利 であ る。 これは,「言語 的人権」(1inguistichumanrights)とも言 われ,
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「自己もしくは自己の属する言語集団が,使 用 したいと望む言語を使用 し
て,社会生活 を営むことを誰からも妨げられない権利である」(鈴木2005:
8)。この定義には,つ ぎの2つ の観点が含 まれる。





では,そ れぞれの定義についてより詳 しく検討 してみよう。言語権は,
精神の自由権の一部である。確かに精神の自由の中核 をなす点で個人権で
あるが,言 語集団のアイデンティティーに深 く係わる点で集団権で もある
(鈴木2000:8f.)。だか らこそ,使 用する言語に自己決定権があるのだ。
社会権 としての言語権は,少 数派言語の地位向上 を求めて主張され,以
下の4領 域で用いられる共同財 と認識 される(渋谷 ・小嶋2007:28f.)。
① 国家的領域
立法 ・司法 ・行政の三権を中心 とする国家機関または自治体 における公
的業務言語 ・文書言語
② 企業活動の領域
企業内の就労言語 ・業務言語,広 告の言語,商 品説明書,契 約書の言語
③ 市民的公共領域
公営または民営のマス ・メディアの言語(特 にテレビ ・ラジオ ・新聞)
④ 学校教育の領域







通訳(司 法 ・医療 ・学校 ・行政 ・災害 ・行事)が 十分保障 されるべ きで
ある。専門別の通訳者が養成 され,適 切 な報酬が保障されるべ きである。
②の企業活動の領域 に関 しては,就 労する従業員の国際化 と市場の多様化
に合わせて,言 語的多様化が図られるべ きである。
③の市民的公共領域 に関 しては,多 言語情報の提供やエスニック ・メディ
アの発達が助成 ・推進されるべ きである。
④の学校教育の領域 に関 しては,外 国籍児童 ・生徒への教育が義務化 され,





において,人 種 ・性別などによる差別 と並べて,言 語による差別があって
はならないとしている。1966年国連総会採択の国際人権規約(B規 約)の
第27条は自己が言語 を使用する権利について言及 し,言語を人権の内容 と
して位置づけている。そ して,1992年採択の民族的又は種族的,宗 教的及
び言語的少数者に属する者の権利 に関する宣言(マ イノリティ権利宣言)
においては,彼 等の保護 ・促進 に関する国家の義務の基本原則 を示 してい
る。 さらに,1996年採択の世界言語権宣言では,「言語権が個人的権利で
あると同時に集団的権利で もある」 と明言 し,もっとも進んだ考 え方を表
明 している。以上の諸宣言に関 しては,言 語権研究会編(1999)の「第3
部 資料編」を参照。
言語権は,言 語社会の多数派 ・主流派 には,取 り立てて問題視 されるこ
とはなかった。だが,そ のような権利の保障は,地 域語 ・少数言語の話者
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において,特 に重要である。 日本列島の地域語 としては,北方先住民のア
イヌ語 と沖縄人の琉球語が挙げられる。確かに,ア イヌ新法の成立によっ
てアイヌ文化の振興が叫ばれては きたものの,ア イヌ語はもはや地域社会
の生活言語ではないか ら,そ の使用領域は極めて限定的で,「危機 に瀕す
る言語」 とみなされている。他方,沖 縄の琉球語(ウ キナーグチ)は,年
配の方々によって使われているものの,若 者への継承が不十分である。 と
いうのも,日本語(ヤ マ トゥグチ)へ の言語的同化が進んだからである。
その中にあって,り んけんバ ンドなどは,琉 球語の使用ジャンルを広げる
のに貢献 した。つ ぎのC.裁 判の言語 と司法通訳で述べるが,裁 判におけ
る地域語(方 言)の 使用は,言 語権をめぐる議論に問題を投げかける。
その他に,少数言語 としては,オール ドカマーの朝鮮語や中国語,ニ ュー
カマーのブラジル ・ポル トガル語,ス ペイン語,フ ィリピノ語などの移民 ・
移住者の言語がある。果たしてそれぞれの言語権が社会生活の諸領域でど
の程度保障されているだろうか。それはまさに 「多文化共生社会」の課題
である(桂木2003,徐・遠山 ・橋内2000,米勢 ・ハヤシザキ ・松岡2010)。
ところで,耳 の不 自由な人々の間で使われる手話 も言語である。そこで
ろう児をもつ親の会 は小嶋勇弁護士を代理人 として,2003年に 「ろう児




手話は(音 声)日 本語 とは異なる独自の言語である。このことを認識 して,
手話法による教育が保障されるべ きだ。 日本語の口話法 による教育はろ
う者の母語 を抹殺す るものであって,ろ う児の言語権を軽んじている。
だか らこのようなろう教育は止めて,手 話法による教育に切 り替えるべ き
である。 以上がこの申立ての骨子である(小 嶋 ・全国ろう児 をもつ親
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の会2004)。なお,2011年(平成23年)に 改正 され た障害者 基本法 で は,
「言 語(手 話 を含 む)」 と し,手 話 を言語 と して認 める ようになったの は画
期 的 な出来事で ある2)。
C.裁判の言語 と司法通訳
日本の裁判法74条には,「裁判所では,日 本語を用いる」 とい う規定が




a.「方言」使用 を政治的示威行動,あ るいは抗議運動 と見 る。
b.方言 も日本語の一つであるから,方 言が通 じる場合は,方 言を用いる
ことに何 ら支障はない。
c.ウチナーグチも日本語であ り,通訳 を付 けるなどそのような意味をと
らえることができるような措置をとることが適切である。
d.日本語は標準語 を意味 し,地方の方言 は含まれない。
e.ウチナーグチは 日本語の範疇に入らないが,[外国語ではないか ら]
通訳 をつけるわけにもいかない。
札埜(2009)は「言語権の中に方言権が含 まれる」 と考えている。そ して
法廷で方言を使 う意味は3つ あるとい うのである。
① 法廷の中で事実 を明 らかにするため,
② 法廷 における方言権の確立のため,
③ そのことばを使用する自身のアイデンティティーのため,で ある。
被告人が日本語 を解 さない外国人の場合 には,要 通訳の裁判が行われる。
刑事裁判の場合には,裁 判所が通訳人を選任する。特に,被告人の言語権
の保障 という点で問題 になるのは,的 確で公正な通訳が行われなかった場
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合,つ ま り誤訳や通訳エラー(訳 し落 し,語句 ・文の追加,編 集,文 法上
の誤 り,文の意味の誤訳,レ ジスターの不一致 言い淀み追加など)が生







言語権 を実定法化 した ものが言語法であ り,国家が領土内で用いる言語
の地位や使用 に関して規定する法律である。「言語法」 という名の成文法
をもつ国は多 くないが,こ こでは憲法 ・刑事訴訟法や民族的少数者 ・メディ
ア関連の法律 などの実定法における言語関連法の総体 を指す こととする。
鈴木(2000)によれば,世界各国の憲法おける言語の規定は,ほ ぼつ ぎ
の4つ に分類される。
① 憲法で,国 語,公 用語を宣言するもの。例,ス イス連邦。「スイスの
国語は ドイツ語,フランス語,イタリア語及びレトロマ ンス語である。
ドイツ語,フ ランス語及びイタリア語 は連邦の官庁語 とされる。」
(憲法第116条)。スペインやベルギーの憲法 にも言語規定がある。
② 多様な言語を承認,保 護 しなが ら,将来,国 語の統一を目指す憲法。
例,イ ンド連邦。「インド領またはその一に居住する公民であって固
有の言語文字又は文化を有するものは,これを保持する権利を有する」
(憲法第29条第1項)そ して憲法第343条において,ヒ ンディー語 を




る言語を公に承認するとし,憲法第8付 則 に22の言語 を例示 している。
③ 民族語 を尊重する憲法。例,中 華人民共和 国。「中華人民共和国は,
多民族の統一国家である。(中略)各 民族はすべての自己の言語,文
字を使用,発 達 させる自由を有 し,自己の風俗習慣を保存 し,又 は改
革する自由を有する。(以下省略)」(憲法第3条)
④ 特に,国語や公用語 には触れない憲法。例,日 本(日 本国憲法,後 述)
世界各国の憲法における言語の地位に関 して特に注目すべ きは,①EU
の公用語,② 欧州諸国における公用語 と地域語の扱いである。③ カナダや
ウェールズにも地域語尊重の言語法があ り,社会言語学的な関心を呼ぶ。
B.欧 州 連合 と欧州評 議会 の多言語主義
ヨー ロ ッパ の 国際 機 関 と して注 目され るの が,欧 州 連 合(European
Union,EU)と欧州評 議 会(CouncilofEurope,CoE)であ る(橋 内2010)。
前者 の本 部 はブ リュセル とル クセ ンブル グ,欧 州議 会 はフラ ンスのス トラ
ス ブールで開か れる。後者 の本 部 はス トラス ブール にあ る。
欧州 連合(EU)は,そ の前 身で あ る欧州 石炭鉄 鋼共 同体(1951年)・欧
州経済 共 同体(EEC,1957年)を経 て,欧 州共 同体(EC,1967年)を1993
年 に発展 させ た ものであ る。2011年現在27の加盟 国があ るが,そ の公用語
は23を数 え る。 この点で他 の国際機 関 と比 べ て突 出 してい る。EUは 「多
様 性 の 中 の統合 」 を 目指 し,多 言 語主 義(multilingualism)・多 文化 主義
(multiculturalism)の政策 を採 るか らだ 。加盟 国 の数 と公用 語 の数 が 同数
で はないの は,英 語 は連合王 国 とアイル ラン ドとマル タで,フ ランス語 は
フランス ・ベル ギー ・ル クセ ンブル グで,ド イツ語 は ドイツ ・オース トリ
ア ・ベ ルギー ・ル クセ ンブルグで公用語 の地位が あるか らである。そ して,
国 によって は複数言 語 を公用語 と して認 めてい る。例 えば,マ ル タで はマ





の公用語 を使 うことが可能であ り,通訳官によって同時通訳 される。系統









義と法秩序の維持 と人権擁護 を基本理念 とし,平和主義を標榜する国際機
関である。本部はフランスのス トラスブールにあり,欧州人権裁判所を併
設 している。2007年現在,47力国が加盟 している。公用語は英語とフラン












EUの 多言語主義 は加盟各 国の国内法 制定 に影響 を与 えている。例 えば
オ ース トリア東 部 のオ ーバ ー プ レ ン ドル フ(Oberpullendorf)とオーバ ー
ヴ ァル ト(Oberwart)におい ては,地 域語 のハ ンガ リー語 が行政 ・郵便 ・
鉄 道 ・軍 隊で公 用語 と しての法 的地位 を得 た(Gibbons2003:258)。これ
らの地 域社 会 お け るハ ンガ リー語 か ら ドイ ツ語へ の 言語 移行(1anguage
shift)を食 い止 めて,地 域少数 言語 を振 興す るね らいが ある。
つ ぎに述べ るス ペイ ン とベルギ ーの例 は,地 域語 を公用語 とす る地方分
権 とい う点で興味深 い。
スペ インは,フ ラ ンコ独裁 の時代(1939-1975)には中央集権 国家 であっ
た ため,ス ペ イ ン全土 にお いてスペ イ ン語(カ ステ ィー リャ語)の み を唯
一の公用 語 と していた。 だが,議 会君主 制民主主義 を謳 う1978年憲法 の第
3条 では,ス ペ イ ンの国家公用 語 はスペ イ ン語 である もの の,各 自治州 ご
とに公用 語 を もつ ことが認 め られてい る。それ は,言 語の多様性 を文化財
と して尊 重 し保護 す る考 え方 とも関連す る。そ れゆえ,カ タルーニ ャでは
カタルーニ ア語(1979年),バス クではバス ク語(1979年),ガリシアでは
ガリシア語(1981年),バレンシアはバ レ ンシア語(1982年),ナバ ーラは
バス ク語(1982年),バレア レス諸 島 はカ タルーニ ャ語(1983年)を各 ・々
の 自治州 の 自治憲章 に規定 した。そ れ らに関連 して,各 州 ご とに地域公用
語 に関する法律が制 定 された。 さらに,カ タルーニ ャ自治州 のア ラン谷 で
は 「ア ラ ン谷 特別体 制法」(1990年)によ り,ア ラ ン語 も公 用語 の地位 を
得 た。 カタルーニ ャ語 な どの 自治州 の公用語 は,欧 州連合(EU)の 欧州
委 員会(EuropeanCommission)にお け る併 用公 用語 の地 位 も獲 得 した
(渋谷2005:ll2)。
他方,ベ ネル ックス3国 の一つで ある 「ベ ルギーは共 同体 と地域圏 で構
成 される連邦国家 であ る。」(1994年憲法 第1条)言 語共 同体毎 に地域 自治
が行 われ ている。① ワ ロニー地域圏(フ ラ ンス語共 同体,ド イツ語共 同体),
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② フラー ンデレン地域圏(オ ランダ語共同体),③ブリッユセル首都地域
圏(フ ランス語 ・オランダ語併用共同体)で ある。各共同体は言語境界線
によって区分されていて言語共同体毎に公用語が異なる。連邦政府におけ
る 「各議院の選出議員 は,法律 をもって決められた方法によ り,フランス
語言語集団 とオランダ語言語集団に分 けられる。」(憲法第43条)そして





言語圏 オランダ語圏 首都二言語併用圏 フランス語圏 ドイツ語圏
共同体 フラーンデレン共同体1フ ランス語共同体 ドイツ語話者共同体





変遷 とともに4つ の時代 区分により変化 してきている(石部2011:64)。
第1期(1830年一1860年代)単 一言語主義 フランス語のみ公用語









先に述べたスペインの場合は,カ スティーリャ語 と地域語(例 えば,カ
タルーニャ語)に よる社会的バイリンガリズムを推進する言語政策が実施
されている。それに対 して,ベ ルギーの場合には,言 語圏 ・共同体ごとに
公用語が異なり,二言語併用地域である首都 ブリュッセル以外ではモノリ
ンガリズム(単 一言語主義)を 強化させる施策で推移 しているように見え
る。
D.コ モ ン ・ローの国々 の言語 規定
で は,英 米法 で代 表 される コモ ン ・ロー諸国 の言 語規定 について取 り上
げ てみ よう。以下 カナ ダ とウェールズ につい ては,主 に鈴木(2000)によ
る。
① カナダ
1988年7月に成立 した 「カナダにおける多文化主義の維持 と振興に関す
る法律」(略称,カ ナダ多文化主義法)に より,二言語二文化主義 を発展
させて,多 文化主義 を前進させ るようになった。 ここで二言語二文化 とは
英語 とフランス語,二 文化 とはイギ リス文化とフランス文化を指す。これ
ら二言語はカナダ連邦の公用語 として機能 している。新たに多文化主義 を




カナダ多文化主義法の第3条 と第5条 にはつ ぎのように謳っている。




使用 を保持 し,推進する,そ して
(j>カナダ公用語への国家的公約 と調和 させながら,カ ナダ全体を通 じ
て多文化主義 を進めること。
第5条 ① 担当大臣はカナダの多文化主義政策の実施にあたって,必 要 と
考 える限度において,(中略)次 によりこれを施行 しなければならない。
(f>カナダの多文化継承財産に寄与 したすべての言語の修得,保 持及び
使用 を促進すること。
なお,多 文化主義 という点で,カ ナダはオース トラリアと比べ られるこ
とがある。類似点はともにイギリス ・アイルランド系住民が多数派 ・主流
派であって,そ れに先住民 と多様 な移民からなる国であること。相違点は
カナダは主にケベ ックなどに居住するフランス系市民に配慮 して英仏二言





運動が高 まり,1967年にカムリー言語法(全5条)が 成立 した。この言語
法は1942年ウェールズ裁判所法第1条 を廃止 して,次 のように改定された。
「ウェールズ言語法及びマンモスシャーにおける法手続 きのいかなるも
のであっても,カ ムリー語の使用を望む当事者,証 人あるいはその他のい
かなる人々も,カ ムリー語を用いることができる。カジス トレー ト・コー
ト以外の裁判所で取 り扱われる事件について も,これに基づ く裁判所規則
で定めるところに従い,また通訳に関して必要 とされる諸規定もこれに従っ
て作 られるもの とする。」 とある。
この規定によって,裁 判所においてウェールズ語 を使う権利が保障 され
1:
言語権 ・言語法




1993年には新 しい 「カムリー言語法」(全37条)が成立 し,カ ムリー語
委員会によるカムリー語運用計画 と地方教育委員会によるカムリー語教育
計画が盛 り込まれた。この言語法はカムリー語の地位を確固たるものにし,
EU内 における言語少数民族の言語 と文化の尊重 という国際的な要請にも
対応するものである。
なお,ウ ェールズと同様ケル ト系のアイデンティーをもつアイルランド
共和国の場合は,ゲ ール語(ア イルランド語)を 国語 ・第一公用語 とし,







日本には,実 定法 としての 「言語法」はない し,その必要性が公に論 じ
られたことがない。日本国憲法 には,こ の国の国語や公用語に関する条文
はない。言語に関する言及は,裁 判所法第74条「裁判所では日本語を用い
る」 という規定に留 まる。国の言語規定が乏 しいのは,長 い間 「わが国は





人権を重ん じる立場か らすれば,憲 法改正の折 りには,第14条(法の下
の平等)「すべて国民は,法 の下に平等であって,人 種,信 条,性 別,社
会的身分又は門地により,政治的,経 済的又は社会的関係において,差 別
されない。」に 「言語」 を加 えることが望 まれる。 もっとも,現行の 日本
国憲法第14条にある 「人種」以下の文言は例示であって列挙ではない と解
釈するならば,す でに 「言語」 も含まれていると判断で きるだろう。
現実の 日本列島は,歴 史的 ・地理的に北方先住民のアイヌ語,日 本語
(共通語 と方言),沖縄の琉球語 に加 えて,日 本手話,来 日移民の諸言語
(中国語,韓 国語,ブ ラジル ・ポル トガル語,ス ペイン語,フ ィリピノ語
など)が使われる多言語社会であるのだが,法 制度 を含む社会の諸制度が
そのような多言語状況に対応 しきれていないのが現状である(真 田 ・庄司
zoos)o
刑事訴訟法第175条には 「国語に通 じない者に陳述 をさせる場合 には,
通訳人に通訳 をさせなければならない。」 とある。 しか しながら,法 廷通
訳人の能力に高度 なものを要求 していない(東 京高裁平9.7.16高刑集49-
2-354V)がために,的 確で公正な裁判が必ず しも保障 されていない。手
話通訳士の資格認定制度が有効 に機能する一方で,外 国語通訳担当の通訳
人資格技能検定は2011年度 か ら一般社 団法人 ・日本 司法通訳士連合会
(JLIA)によって始められることになったばか りである。
F.日本の言語政策 ・言語計画
ところで,言 語法は言語政策とい う施策に基づいて法制化 される。一連
の言語政策は 「言語計画」(languageplanning)と称 され,次 の3段 階 を
経 る。
第1に 地位計画(国 語 ・公用語の選定,地 域語や少数言語の扱い),
第2に 実体計画(文 字の創案 ・標準語 と標準表記の確定,語 彙の近代化)
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第3に 普及計画(公 的機関 ・教育機関 ・メデ ィア等 を介 して使用 ・普及)
が推進 される。そうならば,近 現代史を言語政策の点から捉え直す価値が
ある。
総 じて,日 本の行政は縦割 りのため,省 庁間の連係が乏 しい。そのため
共通の理念 に基づ く,明確な言語政策が打 ち出されていない。そうい う中
にあって,国 語政策は,明 治以来第1に 日本語を 「国語」に定め,第2に
語彙の近代化(借 用翻訳語彙の採択 と文体の言文一致)と 国語の標準語化 ・
共通語化 を図って,文 法 ・語彙 ・書記体系(漢 字制限や送 り仮名,仮 名遣
い)な どの規範化 を行い,第3に 共通語 を公的機関 ・教育機関 ・メディア
を介 して普及させた(西 原2010)。戦前,台 湾 ・朝鮮 などの旧統治領にお
いて,「国語」が植民政策の一環 として教 えられたのである。その結果,
日本手話,地 域方言,ア イヌ語 ・琉球語や旧統治領の言語は,中 央集権的
同化政策 により周縁化 ・倭小化 されたのである。
他方,外 国語政策(自 治体の言語サービスなど)と 日本語教育政策(地
域日本語教育)は,先 に述べた日本社会の多言語化状況に十分 に対応 して
いるとは言えない。「多文化共生社会」 という認識が進 む中であって,日
本の外国語教育政策は,小 中高大 とい うすべての教育段階で英語偏重であ




言語権 も言語法 も 「法 と言語」の研究課題である。言語権は言語的弱者
が自己の言語を自由に使用 し得 る権利である,と 同時に自らの集団のアイ
デンティティーを確立するための権利でもある。言語や言語権 について法
制化されて,言 語法 という国家の言語規定 になる。日本の実定法では,裁
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判法第74条に 「裁判所の言語は日本語である」 とあ り,刑事訴訟法第175
条 には 「司法通訳」,同第176条には 「手話通訳」そ して改正障害者基本
法第3条3に 「言語(手 話を含む)」への言及があるほかは,こ れ と言っ
て言語に関する規定は認められない。
言語規定の乏 しさは単一言語国家 という前提 に由来するのであろうが,
「多言語社会」・「多文化共生社会」の現実に対処するためには,他 にも言
語規定が必要になるのではないか。外国において法制化されている言語法
のような規定は,国 の言語政策の一環 として作 られるべ きものである。明
示的な言語政策は欧州諸国やコモン ・ローの国々には認め らえる。だが,
日本には経済政策や教育政策などはあっても,明確な言語政策はない。 日
本 も多様な背景をもつ市民 と共に生 きる社会にあるという認識が進む中に
あって,言 語法の法制化を含む言語政策の欠如 と遅れは目を被 うばか りで
ある。このような政策課題に向けて,国 ・自治体を含む機関 ・組織の今後
の取 り組みを大いに期待するところである。
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1)本稿 は文部科学省科学研究費補助金 ・新学術領域研究 「裁判員裁判におけ
る言語使用 と判断への影響 の学融的研究」(研究課題番号21200046,研究代
表者 堀田秀吾)の 研究成果の一部である。 と同時 に,去 る2011年3月20日
に名古屋の金城学院大学で行 われた法 と言語学会2011年度第3回 研究会での
報告 「言語権 と言語法」 に基づいている。なお,近 刊の橋内 武 ・堀 田秀吾
編著(仮 称)『法 と言語 法言語学へのいざない』(くろしお出版)の 「第
3部 法 と言語と社会」 の第12章には,本 稿 とほぼ同じ内容の ものが載る予
定であることをお断 りしてお く。
2)障害者基本法の一部 を改正する法律(平 成二十三年法律第九十号)の 第三
条第三項 によれば,「全 て障害者は,可 能な限 り,言 語(手 話 を含 む)そ の
他の意思疎通のための手段 についての選択 の機会が確保されるとともに,情
報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること。」
とある。
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LanguageRights,LegislationaboutLanguage
LanguagePlanningViewpoint
HASH-UCHITakeshi
Legislationaboutlanguageisanimportantareainlanguageandlawre-
search.
Oneofitsconcernsislanguagerights:therightstousecertainlanguages
forpublicpurposesandforone'sidentity.Suchmultilingualnationsas
Belgium,Spain,andCanadaclearlystatelanguagerightsintheirconstitutions,
anddefinetheirnationalandofficiallanguagesalongwiththestatusofthelocal
andminoritylanguages.
However,theJapaneseConstitutiondoesnothaveasinglearticlerelatedto
legislationaboutlanguage.Wefindinthecourtlawthatthelanguageofthe
lawcourtisJapanese.Thuswhenatleastonepartyinalegaldisputeisunable
tounderstandandtoexpressoneselfintheJapaneselanguage,courtinter-
pretershavetobeprovidedtoresolvethenon-communicationormiscommu-
nication.
Therecentlyrevisedfundamentallawforthehandicappeddefinesthattheir
languageincludessignlanguageofthehearingimpaired,sothatthisminority
languagehasfinallygaineditsproperlegalstatus.
Inregardtolanguagerights,theendangeredAinuandRyukyulanguages
havebeenneglectedintheJapaneselawsystem,sothattheirstatusinthe
publicdomainmustbereevaluated.Andwiththeincreaseoftheimmigrant
population,thereareplentyofneedsforpublicservicesintheirlanguages.
However,conservativelanguagepolicyandplanningseemsstilltomaintain
Japanasamonolingualstate.Inconclusion,theauthorstressesthelanguage
needsofthegrowingdiversifiedlocalcommunityinthe21stcentury.
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